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生活情報としての地域情報
― 地域情報再考 ―
圓 岡 偉 男＊　武 井 敦 夫＊　岩 本 俊 彦＊
　本稿の目的は地域情報の基礎を再考することにある。地域情報は生活情報としての性格
を持つ。すわなち、地域情報は地域住民にとって生活の基盤のひとつであるといえる。こ
のとき、あらためて地域情報は地域特性に基づいて考察される必要がある。日本におい
て、人口減少は明らかである。人口減少はわれわれの社会に多くの問題をもたらすことに
なる。そして、人口減少の中でわれわれは、新たな人間関係を必要とすることになる。こ
のとき、地域情報は住民を支える基盤となるといえよう。本稿ではこの地域情報の基盤を
再考しその問題点を確認することに目的がある。
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Community Information as the Living Information
― Rethinking of Community Information ―
 Hideo TSUBURAOKA＊, Atsuo TAKEI＊ and Toshihiko IWAMOTO＊
The purpose of this paper is to reconsider the basics of community information. The 
community information has character as the living information. The community information is a 
base of the life for the members of community inhabitants. It is necessary for us to consider local 
information based on a local characteristic. In Japan, the decrease of the population is clear. That 
population decline brings our society many problems. In the population decline, we need new 
human relations. The community information becomes the base supporting inhabitants then. It has 
a purpose we reconsider a base of this community information by this report, and to confirm the 
problems.
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域格差と呼ばれる事態を容易に見いだすことが
できるのも事実である。「地域の活性化」を叫
ぶ声を聞くとき、その事実を容易に知ることが
できる。先のインターネットを介した購買行動
は、地方の人びとにとっては、利便性を高めた
結果となったが、その一方で、地域の経済活動
は、少なからず影響を受けることになった。こ
のことは、かつての、そしていまもなお問題と
なっている大店舗の進出と地元の個人商店の衰
退と基本的な構造は同じである。物的資源の入
手可能性という点では、地域格差は格段に小さ
くなったのかもしれない。しかし、その物的資
源を提供してきた地域の窓口たる個人商店、あ
るいは地域の商店街は、従来の経営形態では立
ちゆかなくなりつつある。個人の利便性の拡大
と地域社会の存在意義の問題がここに生じてい
る。
　地域格差の多くは地域固有の特性に由来する
ことになる。特に地域の地理的特性は、そこに
暮らす住民特性に深く関与することは無視でき
ない現実である。そして、現在進行している少
子高齢化が地域社会に大きな影響を及ぼしてい
る。人口減少社会、高齢社会という問題は現在
の日本が抱える大きな問題のひとつである。そ
れは都市部にも地方にもそれぞれ固有の深刻な
問題を生じさせている。
　本稿では、地域における情報のあり方につい
て再考する事を第一の目的とする。ここでは、
地域情報にその主題を求めるわけであるが、そ
こには多種多様な情報が存在することになる。
そのなかでも、ここではとくに地域に生活する
人々にとっての生活情報という側面に注目す
る。それは、地域における生活者と地域情報の
基礎的かつ本質的な問題の再考にある。
１．地域特性としての人口特性
　地域情報を考察する上で「地域特性」は、そ
の根幹に関わる問題である。「地域」を特徴付
ける特性には、その地域の自然環境としての
「地理的特性」とそこに暮らす住民が作り上げ
序
　われわれは、情報を通して、様々なものを知
り、様々な決定を下し、みずからの生活を成り
立たせている。その情報は時として、われわれ
の生活における安全やわれわれの生命そのもの
に関わるものもある。これら生活に関わる情報
はわれわれの社会生活において、不可欠なもの
であることはいうまでもない。情報の有意性は
個人によって異なるものであるが、その一方で
特定の社会集団の成員にかかわるものもある。
そして、その社会集団が特定の地域に関わる集
団であるとき、その情報は地域情報と呼ばれる
ことになる。情報における発信と受信という２
つの側面は､ この地域情報においても保持され
ることになる。
　戦後の高度経済成長以来、日本各地で都市化
の進行を見ることができた。それらは行政や商
業の拠点となる地域（地方都市）を中心に拡大
し、地方の生活にも都市化は進行していったと
いえる。もちろん、都市化に伴う市民生活の均
質化をみる一方で、地域の特徴が失われたこと
意味するものではない。マスメディアの普及に
よって、タイムリーに各地の状況を知ることが
でき、都市部の文化もその多くを共有すること
ができるようになった。日本における、道路、
電車､ 航空の各交通網の整備は、人間や物資の
移動を格段に早め、入手可能な物理的資源の格
差は、都市部と地方でも、その差は小さくなり
つつある。特に、近年のインターネットを介し
た商業活動は、地域の格差をきわめて小さくし
た。近くに必要な商品を販売する店舗がなくて
も、インターネットと運送業者のおかげで、注
文から配送までの若干の時間差はあるにせよ、
必要な物資が地域差なく容易に入手が可能に
なったのである。しかもそれは国内だけではな
く海外からも入手が可能になったのである。こ
れは、近年の情報通信技術の発展のたまものに
他ならない。
　しかし、現在の日本を見渡すとき、いまだ地
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い。人口構造の維持のための指標としての出生
率を表す人口置換水準は日本の場合2.07とされ
ているが、2011年現在の出生率は1.39で、この
数値を遙かに下回っている。しかし、この問題
は1970年代半ばには2.07を下回り始めており、
実は、過去40年来の課題でもあったのである。
　また、図表１に見られるように都道府県別に
は、少なからず差異が生じている。2011年の確
定値で、全国で最低は、東京都で1.06､ 最高は
沖縄で1.86である。もちろん、市町村レベルで
も差異が生じており、都道府県レベルでの数値
をもって単純に地域社会を評価することはでき
ないこともまた事実であろう。しかし、平均の
1.39を下回ったのは15都道府県であり､ そのほ
とんどが東日本に集中していることは注目に値
する。
　現在、少子高齢化による影響として、様々な
問題が指摘されている。そのひとつが、生産年
齢人口の減少による経済活動への影響である。
人間の生活の根幹にある衣食住に直接関わる経
済的な人的資源の問題は、地域社会にとって見
過ごすことのできない事態でもある。しかし、
少子高齢化がもたらす人的資源の不足は、経済
的な側面だけではない。子育てや高齢者介護な
どに福祉に関わる人的資源の不足も見逃すこと
ができない。しかし、人口構造に関わる問題は、
早急なる解決が難しい所に大きな特徴がある。
人口の増加を求めた対策を直ちに講じても、生
産年齢の最低年齢である16歳の世代を得るま
で、まさに16年かかるのである。しかも、それ
は効果のある対策であったという前提において
である。ところが、先に挙げた人的資源の不足
は現在、生じている問題なのである。すなわち、
不足している人的資源の回復を待つ時間はない
のである。
　人口減少は少なからず社会の縮小をもたら
す。縮小社会によってもたらされる現象につい
て田中重好は「縮小社会化に関連した現象は、
過疎化を経験している離島や中山間地から、都
市の郊外団地、都市の中心市街へと拡大し、さ
てきた社会環境としての「社会・文化的特性」
が存在する。もちろん、社会・文化的特性が、
地理的特性に影響を受けていることは明らかで
ある。これに加えて、地域住民の特性として、
「人口的特性」を考慮しなければならない。人
口的特性は社会・文化的特性を支える住民の特
性である。この特性は地域社会を構成する成員
の特性として、無視できないものである。いず
れにせよ、このような特性のもとに地域住民の
生活の場である、地域社会が存在することにな
る。
　人口的特性に注目する最大の理由は、現在の
日本社会における少子高齢化という人口構造の
問題にある。少子高齢化は、人口減少社会を招
くことになる。それは社会の縮小を招く事態で
あり、地域社会の状況を考察する上できわめて
重要な意味を持つ。そして、以前より人口減少
社会の到来は予見されていたが、2005年、これ
が現実のものとなる。この年、日本社会は人口
の自然減という事態に遭遇したのである。この
事態について、人口動態統計によると、2005
年は、出生数が106万2,530人、死亡数が108万
3,796人で、死亡数が２万1,266人上回り、出生
数と死亡数の差である自然増加数は、2004年の
場合には８万2,119人増であり、自然増加率（人
口千対）は0.7であったが、2005年はマイナス
２万1,266人となり、自然増加率もマイナス0.2
と前年を下回った。そして、この人口の自然減
という事態は、人口動態統計が現在の形式で調
査を開始した1899年以降、統計の得られていな
い1944年～1946年を除いて、初めて人口の自然
減となったということである（1）。しかし、日本
の人口構造を見るとき、生産年齢人口は1980年
代後半より減少が始まっており、この問題の深
刻さをここに伺える。
　もちろん、この事態が、近々に急激な社会変
動を起こすことは少ないが、しかし、われわれ
の置かれた社会のあり方が、影響を受けること
に何ら変わりない。この人口の自然減をもたら
した原因が少子化にあることには異論はあるま
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分に考慮して考察する必要があることはいうま
でもないことであろう。
　少子高齢化を前に、人的資源の不足は、明ら
かなところである。したがって、現時点での人
的資源の有効活用が、ひとつの課題となろう。
このとき潜在的な資源として、高齢者や専業主
らに局地的な問題から全体社会の問題へと広
がっている」と指摘する（2）。いずれにせよ、こ
れが現在の日本社会の置かれた現実であり、地
域社会を考える上での全体的な基本的特性であ
るといえよう。もちろん、この全体の特性と
個々の地域との差異は存在しており、これを十
（出典：『平成25年版　少子社会白書』内閣府）
図表１　都道府県別　合計特殊出生率
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る議論は、そのひとつといえよう。
　T. パーソンズ（Parsons, T.）は、構造＝機能
的に家族を分析する。特にパーソンズは、小集
団の研究家であるR. F. ベイルズ（Bales, R. F.）
の研究をもとに独自の家族分析を示した。彼ら
はG. P. マードック（Murdock, G. P.）の提起し
た核家族普遍説を支持し、家族の基本的要素と
して核家族を位置づける。マードックの家族類
型を前提に、彼らは、近代に至り、産業社会に
内在する職業的・地理的移動によって、伝統的
な家族形態である拡大家族は崩れたと指摘した
のである。そして、現代の高度に分化した社会
では親族組織の重要性は著しく低下し、核家族
は社会的機能を失って行くとし、核家族の孤立
化がもたらされると問題を提起した。そして、
彼らは現代の家族はほとんど機能喪失の状態に
あると指摘しながらも、家族における基本的か
つ不可欠の機能は、子どもの第一次的社会化と
成人のパーソナリティの安定化という２つの機
能に収斂されてきたと強調する。さらには、子
どもにとってその家族生活は人間としての基礎
的パーソナリティの形成にきわめて重要である
とし、家族は「人間のパーソナリティをつくり
出す工場」であるとも指摘した（3）。
　しかし、E. リトワク（Litwak, E.）は、パー
ソンズをはじめ、近代化に伴い「拡大家族」は
崩壊したという見解に反論する。彼は現代社会
においても親族紐帯や親族接触が重要であり、
それは形を変えて存在し、機能していると指摘
する。そこでリトワクは、従来の拡大家族と現
代の拡大家族を区別し、従来の拡大家族を古典
的拡大家族とよび、現代産業社会における親密
な異居近親関係を保持するような拡大家族を修
正拡大家族と定義した。古典的拡大家族とは近
隣に住居し農業・事業経営で協力しあい、親の
権威のもとに結束する拡大家族をさし、修正拡
大家族とは、近親の核家族が対等に結びつい
て、地理的距離や職業的地位の差にもかかわら
ず、重要な互助をする拡大家族であると定義す
るのである。彼はパーソンズ達が指摘した拡大
婦に代表される未就労の女性たちがその資源と
して指摘されることがある。彼らが有効な人的
資源であることは確かである。しかし、彼らは
個々にそれぞれの個人事情を抱えている者も多
く、それらを無視して一方的に社会参加求める
ようなことは避けねばならない。むしろ、望む
者が、有効に活用される方策を目指すべきであ
ろう。そして、ここに地域情報のひとつの役割
を見いだすことができる。すなわち、地域社会
のニーズと地域住民のニーズとを結びつける役
割である。情報は認知－活用されてはじめて情
報としての意味を持つ。どこで何が不足し、必
要とされているのか、それを地域の住民が把握
できるシステムが必要なのである。しかし、そ
れは人的資源に限ったことではない。むしろ地
域社会に関わる様々なことについても同様であ
ろう。
　人口減少に伴う人的資源の問題は、大きな社
会的課題である。先に経済的な人的資源と福祉
的な人的資源に分けて議論を進めたが、特に福
祉的資源の問題は、背後にある家族の問題とし
て考察することなしにその本質は見えない。次
節では、現代の日本の家族の構造的問題につい
て議論し、地域情報の役割についてさらなる意
義を検討したい。
２．家族機能の変化と地域社会の問題
　少子高齢化という人口構造に関わる問題とと
もに核家族化の進行が現代の日本の家族の問題
として取り上げられることが多い。しかし、核
家族という家族形態は明治期にはすでに進行し
ており、問題の本質は核家族化だけにはない。
核家族化の問題は家族の構成員の縮小に焦点が
当てられることになるが、そこで問題なのは、
家族機能の維持に関わる問題にある。直系家族
から核家族への変化に伴い、家族の機能に関す
る議論は、日本だけではなく欧米でもさまざま
な議論が展開されている。欧米における核家族
化の問題は、家族機能の縮小に焦点が当てられ
ることが多い。家族の社会的機能の低下に関す
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ということである。このように親族との関係が
希薄化しているところに問題を見いだせる。そ
れは、明らかに親族間の互助的機能の低下を示
している。従来、子育ても高齢者の介護も親や
兄弟をはじめ親族の支援の下に成立していた。
しかし、核家族化と親族の地理的分散に伴って
現れた親族関係の希薄化は、個々の家族にとっ
て負担となるばかりではなく、もはや一家族の
手に負えないような育児や介護状況に至る場合
も多い。親族からの支援が十分に期待できなく
なったとき、家族の持っていた機能が外部化さ
れることになる。かつての日本もリトワクが指
摘したように、親族の近居が見られ家族の孤立
化が直ちに拡大したわけではなかった。それに
もかかわらず、ワースの都市化の分析に見られ
る親族の社会的意義の現象、親族や近隣の紐帯
の弱化を地域格差はあるにせよ日本全域に見る
ことができるのである。
　そして、現代日本は新たに家族の縮小に関し
て深刻な問題を抱えることになる。図表２よ
家族の崩壊に対して、実際は、崩れたのは伝統
的な古典的拡大家族であり、その変形である修
正拡大家族は現在も重要な機能を果たしている
と批判したのである（4）。
　また、かつて、L. ワース（Wirth, L.）が指
摘したように、都市化に伴う生活様式の変化で
は、職住の分離が挙げられる。これも家族の機
能に少なからず影響を与えている。ワースもま
た、核家族の機能の変化を問題にしている。彼
は、人口の淘汰、人口再生産の問題を指摘し、
家族の社会的意義の減少、親族近隣の紐帯の弱
化、あるいは欠如を指摘し人々の間に第一次的
接触が衰退欠如していることを強調したのであ
る。そして、ワースは、この都市化の傾向が農
村にも拡大すると指摘している（5）。
　この家族の構造の変化に対する考え方は、現
代の日本にも共通している事実を見いだすこと
は容易であろうであろう。すなわち、親族の関
係が密な状態から疎な状態へと進行している。
問題はその上に、親族の地理的分散を見ている
（出典：「平成24年　国民生活基礎調査概要」　厚生労働省）
図表２　世帯構成の推移
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活の主たる場であり、本来、職住の分離から生
じる二重の生活空間を持たない階層である。し
かし、この昼間と夜間の住民の差異は、彼ら高
齢者に対しても、二つの生活空間での生活を強
いることになる。そして、これも人口構造の地
域特性として、考慮しなければならない事態で
もある。地域特性は地域固有の現象として顕在
化することになるわけであるが、地域特性と
は、複数の特性が関係した複合的現象であると
いえる。いずれにせよ、現代の日本の家族の孤
立化の傾向、特に親族の地理的分散や職住の分
離による地域社会との関係の希薄化は、注目す
べき現象である。そして、親族の支援の期待で
きない家族にとって、外部にあたらたな支援を
求めざるを得ないのである。しかし、この外部
支援を見つけることができず、孤立する家族も
まま存在する。もちろん、行政のみならず、民
間の非営利団体の支援も提供されている場合も
多い。しかし、その情報を得ることができず孤
立する家族も存在するのである。地域情報の役
割をここにも見いだすことができる。むしろ、
このような現実を前に地域情報の有効な活用が
求められよう。
３．地域社会の機能と新たなネットワーク
　生活に必要な情報は生活情報と呼ばれる。こ
の生活情報の内容は生活の基盤となる地域社会
に大きく影響されている。まさに、地域の固有
値として生活情報は存在する。地域が地域社会
として人間の生活基盤になるとき、地域の住民
同士のつながり、すなわち、住民のネットワー
クが問題になる。特定の領域に個々バラバラに
生活するだけでは、そこに地域社会は成立しな
い。その一方で、住民は無根拠につながるわけ
ではない。そこには住民間に共有される事柄を
結びの糸とした生活共同体としての地域社会の
存在がある。日常生活のなかで地域社会と関係
することで、個々の生活を維持する姿を見て取
ることもできる。かつての地域社会のなかには
地域住民の間の顕著な互助関係、共助関係が存
り明らかなように、1986年（昭和61年）から、
2012年（平成24年）までのおよそ26年間の間に
「３世代家族」は15.3％から7.6％へと半減し、
「夫婦と未婚の子のみの世帯」は、41.4％から
30.5％へと減少している。そして、「夫婦のみ
の世帯」は、14.4％から22.8％へと増加し、「単
身世帯」にいたっては、18.2％から25.2％へと
増加している。そして、世帯類型別に見た「高
齢者世帯」は、6.3％から21.3％へと増加してい
る。これらの数値は、日本全体の値であり、地
域差は考慮しなければならないが、家族が小さ
くなり、高齢化しているという事態は、確認さ
れるべき事態であろう。
　さらに、生活を支える労働形態と地域との関
係も考察しなければならない。そのなかでも職
住の分離は、地域社会と住民の乖離を招くこと
になる。そこには、労働の場と家庭の場の二重
の生活空間を持つ人々の姿を見ることになる。
決して十分とは言えないにせよ、男女共同参画
が国の大きな方針として打ち出され、女性の社
会進出が拡大する中で、男女を問わずこの二重
の生活空間の中に置かれることも少なくない事
態に至っている。いずれにせよ、現代日本社会
において、親族との関係の希薄化にくわえ、職
住の分離がもたらす地域社会との関係にも希薄
化を見い出すことができる。そして、先のリト
ワクが指摘したような親族の近居といった状態
は現在の日本では期待できない家族も多く、地
域社会の中に孤立する家族、まさに家族の孤立
化と呼べる事態が生じているのである。もちろ
ん、すべての家族において、このような状態に
あるといえばそれは嘘になろう。しかし、この
傾向は決して一部の家族における問題ではな
く、また、社会全体に影響をもたらす問題とし
て、認識されるべきであろう。
　職住の分離は昼間と夜間での地域住民の差異
を生じさせている。そして、前節で触れた少子
高齢化という事態は、さまざまな地域で高齢者
世帯の増大をもたらしている。リタイアし職生
活から離れた高齢者にとっては、地域社会が生
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になる。伝統的組織の存在は未だ地域社会に影
響を持つことがある。しかし、伝統的な地域社
会の組織や人間関係では、住民のニーズがある
にも関わらず、もはや対応できない事態が生じ
ている。このとき地域住民は共通の関心を持っ
た人びとを求め新たな集団を形成することにな
る。マッキーヴァーの指摘するこのアソシエー
ションという集団は、その必要を求める地域住
民が意図的に必要な機能を担う集団を形成する
事態を説明する重要な概念となる。それは、伝
統社会を越えた代替機能をアソシエーションに
見ることができるといえよう。すなわち、地域
社会のあり方が変化し、従来の機能を果たせな
くなったとき、このアソシエーションが形成さ
れることになる。そして、その必要が、高い意
識の下に共有されるとき、そこには単なるアソ
シエーションではなく、積極的な自発的意志の
下に組織される「ボランタリー・アソシエー
ション」としての性格を帯びることになる（7）。
もちろん、マッキーヴァーのコミュニティ論を
直ちに現代の日本の地域社会に適用するわけに
はゆかないこともある。共同生活の場として、
コミュニティを見いだすことはできても、その
成員間の関係を見るとき、日本の地域社会の現
状とマッキーヴァーの分析とのズレを見いだす
ことになる。しかし、地域や時代を反映した若
干の修正は必要にせよ、マッキーヴァーの議論
は現代の日本社会の分析にも援用可能な側面を
多々持っていることも事実である。特にアソシ
エーションという人為的な派生集団の存在は、
現代の新たな機能的社会集団として捉えること
ができるものでもあり、従来の地域社会の代替
機能を果たすものとして、注目すべきものであ
るといえよう。
　その一方で、これまで見てきたように人間関
係の希薄化以前に、人口減少に伴い地域の伝統
的組織には、後継者の不足、場合によれば欠落
という事態が生じており、その機能が十分果た
せない事態もまま見られる。しかし、人びとは
これまで地域社会が担ってきた機能を少なから
在した。住民間のネットワークは、この互助、
共助関係を具現化する中で形成されていた。し
かし、近年、住民のつながりは、必ずしも地域
を基盤にするわけではない。職住の分離に代表
されるように、生活空間の多様化により人びと
の生活と地域とのつながりが、希薄化したり、
さらには、断絶化したりする事態まで存在す
る。そして、地域につながるべき人がいない場
合、地域を越えて、人々はネットワークを作る
ことになる。
　かつて、R. M. マッキーヴァー（MacIver, R. 
M）は、自生的な社会集団であるコミュニティ
と人為的な社会集団であるアソシエーションと
を区別し社会集団のあり方を分析した（6）。特に
彼は、共同関心という観点から社会集団を特徴
づけ、コミュニティを一定の地域に居住し、生
活の基礎的なものを分かち合っているような形
で共同生活をしている集団と定義した。この共
同生活の基礎的なものへの共同関心がコミュニ
ティの根底にあるという。マッキーヴァーは、
コミュニティを共同生活の場として定義し、特
に共同関心の複合体として取り扱い、さらにそ
の特徴として、包括的、自然発生的であるとこ
とを指摘する。そして、そこにはコミュニティ
感情とよばれる、われわれ意識、役割感情、相
互依存感情などが見られ、共同の習慣、伝統が
つくられるという。
　それに対してアソシエーションとは、成員の
特定の共同関心を集合的に追求するために人為
的、計画的につくられた組織体であると定義さ
れる。アソシエーションは、コミュニティを基
盤としながらも特定の目的を達成するためにつ
くられる人為的な派生的社会集団であり、学
校、病院、会社などがこれにあたる。このとき、
アソシエーションは、コミュニティを前提にす
る概念でありコミュニティ内部にある一個の器
官であることが強調される。
　地域社会の物理的な人口減少、さらには地域
住民間の人間関係が希薄化した現代の日本社会
を見るとき、地域社会の機能の縮小を見ること
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の問題を補完するものとして、地域情報の活用
がある。これまで地域の情報は、行政による広
報誌や自治会の回覧板などで伝達されることが
多かった。現在でもこれらのメディアは重要な
役割を果たしている。一方で、携帯電話に代表
される情報通信技術の進歩、およびインター
ネットの普及は、新たな情報環境をわれわれに
もたらした。しかし、そこには従来にない問題
も生じさせている。近年の行政の情報はイン
ターネットのホームページ上に公開されること
も多い。しかし、そのアクセスについて、住民
内に格差が生じることもある。また、先のイン
ターネット上の新たなネットワークに加わるに
しても対応できる知識が必要になることもまた
事実であり、同じ援助を必要としていてもそこ
に格差が生じることもある。インターネットを
介した新たなネットワークは、人的資源の不足
した社会にとって、新たな可能性であると同時
に情報格差にまつわる課題を持っていることも
また事実である。これまで「情報格差」に関す
る議論は様々な形で行われてきた。その典型
が、情報通信機器の利用にまつわる格差、すな
わちデジタルデバイドという問題であった。こ
の問題は、情報通信機器の普及が問題の中心に
ある。確かに、機器の所有や利用法を知ってい
るか、否なかによる格差は存在する。そして、
人口減少社会のなかで必要な人的資源を得られ
ない人びとが、インターネットを介して、新た
なアソシエーションを形成し、それを補完する
ことも可能になった現在、情報へのアクセス如
何によって新たな格差が発生することになる。
インターネットによる情報共有が万能であるわ
けではない。しかし、新たなアソシエーション
の形成をはじめ現実世界の問題を補完できる機
能は決して軽視できない。むしろ、先に確認し
たように家族の機能に問題を抱える現代の日本
社会にとって、重要な機能を果たす可能性を
持っている。デジタルデバイドの問題提起は決
して新しいものではないが、情報空間をめぐる
問題として未だ無視することもできない。「情
ず必要としており、その機能遂行が不十分な現
実を前に、その代替機能を模索していることに
はかわりないのである。マッキーヴァーが定義
するようにアソシエーションは、コミュニティ
内の器官として機能することになる。しかし、
この人口減少社会において、アソシエーション
を形成するのに必要な共通の意識や必要を持っ
た人びとが確保できない事態も生じている。ア
ソシエーションは、特定の目的を持った機能集
団として地域のなかに存在し、伝統社会にはな
い新たな可能性を期待できた。しかし、今やそ
れを実現することに大きな課題を抱えることに
なったのである。このような事態を前に、地域
住民は、地域を越えたネットワークを必要とす
ることになる。すなわち、地域の外部につなが
りを求めることになる。地域社会に生活する地
域住民でありながら、地域内につながりを期待
できない現実がここにある。特に、人口が少な
い地域にはこの現実は重みを増すことになる。
いずれにせよ、この地域社会を越えた、その
ネットワークの中で必要な情報を共有し活用し
ている人々を見い出すことができる。地域社会
の機能を新たなネットワークが代替しているの
である。
　この新たなネットワークもアソシエーション
のひとつであることには変わりないが、地域を
超えた集団である所にその特異性を見ることが
できる。そして、この新たなネットワークは間
接的な接触を中心としたインターネット上の集
団であることもある。そこでは確かに純粋な物
理的支援を受けることはできないが、必要な情
報の交換を通して、物理的支援に匹敵する支援
を得ることもできるのである。特に精神的な支
援をこのネットワークの中で得ることもできる
のである。まさに、新たなアソシエーションの
形がここにある。
　その一方で、決して十分とはいえないまで
も、地域に眠る潜在的な資源も存在する。さら
に、顕在的な資源でありながら、その存在を知
ることができず、孤立している住民もある。こ
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報を取り扱う能力の差の問題にも注意が払われ
なければならない。デジタルデバイドという問
題も情報を情報として認識できなければ、情
報の入手手段の問題へ至ることはないのであ
る。われわれは、われわれの生きる場に関して
すべて知っているわけではない。私たちの生き
る場は、絶えず、動き、変化している。絶えざ
る運動の中に私たちの生活が成り立っていると
いえよう。そのようななかで私たちは情報に対
して、時に能動的に、時に受動的に関わること
になる。そして、地域情報も例外ではない。地
域情報も、選択されることを通してひとつの認
識された事実として活用されることになる。し
かし、地域情報の活用もまた、すべての人が等
しく活用することができるとは限らない。むし
ろ、その活用の程度は異なるのが普通かもしれ
ない。いずれにせよ、情報通信機器やインター
ネットの普及が進む中で技術の進歩と社会の受
容との間で問題が生じている。
　アメリカの社会学者、W. オグバーン（Ogburn, 
W.）は、社会変動に伴う問題の出現を新たな
文化と従来の文化との間の適応問題から注目す
る。彼は、文化を物質的文化、適応文化、非物
質的文化の３つに分けることから出発する。物
質的文化とは、新たな物質的発明からもたらさ
れる文化である。適応文化とは、その新たな物
質的文化に対応するための文化である。これ
は、物質的文化がもたらす新たな文化体系であ
る。そして、非物質的文化とは、適応文化の後
に構築される精神や思想といった文化体系であ
る。オグバーンはこれらの３つの文化が同時並
行的に生じるのではなく、その出現の速度に差
異があることに注目する。特に物質的文化と適
応文化とのズレに社会の混乱の原因を見てい
る。当然のことながら適応文化は、物質的文化
の後追いになる。適応文化の形成が遅れれば遅
れるほど、社会の混乱は多くなる。オグバーン
はこれをカルチュラル・ラグ（文化遅滞）とな
づけ社会変動にともなう問題を分析するのであ
る（8）。
報格差」については、単に機器の所有や操作能
力の有無だけではなく、「情報」への対応能力
も深く問われることになる。
４．情報入手に見る格差
　われわれは様々な手段を用いて生活に関わる
情報を獲得する。それは近隣の住民からのクチ
コミかもしれないし、テレビや新聞などマスコ
ミからかもしれない。そして、近年普及が著し
いインターネットからかもしれない。しかし、
情報とは必ずしもすべての人々にとって必要と
しているものとは限らない。むしろ、情報とは、
必要としている人にとってのみ情報となるとい
える。その一方で、いくら情報を必要としてい
ても、必要としている情報が必ず獲得される保
証はどこにもない。それは、生活に関わる地域
の情報ついても同様なのである。行政が地域の
住民に向けた情報であったとしても同様なので
ある。
　インターネットの普及は、情報発信のあり方
を大きく変えた。近年、行政からの情報は、イ
ンターネットを介したホームページ上に公開さ
れることとなった。そこには、量的にも質的に
も従来と比べものにならないほどの大量の情報
が提供されている。そして、地域の住民にとっ
て、重要となる地域情報のひとつは行政からの
情報であるといえよう。情報は私たちの周りに
様々な形で存在している。それは、顕在化し
ているものもあれば潜在化しているものもあ
る。しかし、情報は情報として認識されてはじ
めて情報となる。そして、情報として認識でき
るためには、前節で触れたとおり、対応できる
知識が必要となる。地域情報においても事態は
同様である。行政の側から発信されている情報
もすべての人に理解可能なわけではない。特に
行政からの情報発信において、先のデジタルデ
バイドに見られるアクセスの機会が不平等な現
実とそこから生じる不利益という問題にはあら
ためて注意が必要である。しかし、これまで繰
り返して指摘したもうひとつの問題である、情
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本質を変えていない。読み書き能力が、文字を
知っているというだけではなく、文字用いた伝
達能力の保持を意味していることはいうまでも
ない。文字を用いた記録、特に文書を用いた記
録は、様々な形で人間社会のなかで利用されて
きた。もはや私たちの社会において、文書を無
視することはできない。読み書きの能力はもは
や現代では社会のなかで生きるために必要不可
欠な能力といえよう。すくなくとも、読み書き
ができないということで多くの可能性が制限さ
れるのは事実であろう。世界的に見れば、読み
書きの能力を持たないがゆえに貧困のなかにあ
る人々が、多数存在する。
　識字率の問題は、貧困層を抱える多くの発展
途上国にとっては、喫緊の課題である。読み書
きができないがゆえに、生計を立てるに十分な
仕事に就くことができず、貧困にとどまる人々
がいまだ多く存在する。なによりも、その貧困
が次世代の貧困を生み出すといった負の連鎖
は、いまだ深刻な問題である。この負の連鎖の
原因のひとつにこのリテラシーの問題がある。
リテラシーという言葉で提起された問題は、文
字の読み書き能力と貧困という生活の根幹に関
わる問題であったのである。
　この本来のリテラシーの問題に変わる新たな
リテラシー問題が、「情報リテラシー」の問題
かもしれない。しかし、これは情報を入手する
手段に関する問題として、すなわち、情報を収
集する機器の有無や操作方法の知識があるかど
うかという側面に終始した問題として留まって
はならない。情報通信機器を所有しているか否
か、そして、それを使えるか否かによって、得
られる情報量に違いが生じ、その結果として生
活の様々な場面で格差が生じることは事実であ
る。しかし、ここには本質的な議論が抜け落ち
ている。情報を情報として選択するには、一定
の知識が必要であり、さらに、手に入れた情報
を活用するにしても、そこには別の知識が必要
であるということである。機器の所有やその操
作能力は情報収集にとって重要な手段である
　情報通信機器の発達は、情報収集能力の拡大
という点では大きな進歩であった。コンピュー
タや近年の携帯電話の普及は、まさにその貢献
の騎手であったといえよう。そして、インター
ネットの世界的な拡大は、地球規模での情報網
をもたらした。現代の日本社会において、情報
通信機器の普及は著しく、機械操作に不慣れと
されてきた高齢者もいまではインターネットを
使い、携帯電話を持ち歩くことも日常的な風景
となってきた。そのようななかで、情報通信機
器を持てない一部の人々や操作を苦手とする
人々には、大きな格差問題となり得る。社会的
弱者と呼ばれる人々にこの情報に起因する格差
が生じることには十分注意されなければならな
い。情報弱者の存在がここに見てとれる。様々
な情報が、インターネットをとおして提供され
ている。行政からの情報もその例外でない。情
報量の面でも、また、費用の面でもインター
ネット上に情報を公開する利点は多い。しか
し、それが一部の住民にとって不利益となるこ
ともある。地域情報が生活情報の一部として機
能するとき、情報格差の問題は十分検討されな
ければならない。さらに、情報を活用するとい
うことについては、別のところにも問題があ
る。次節では、この点について確認したい。
５．情報への対応格差
　情報を持つ者と持たぬ者の間に格差が生じ
る。すなわち、情報量の差が格差につながる。
もちろん、情報の質についても同様である。近
年、「情報格差」という言葉で表現される事態
があるが、その問題は単純ではない。情報の所
有に関して様々な状況が存在する。われわれ
は、等しく情報を手に入れることはできない。
また、情報入手に関わる問題だけではなく情報
の理解や解釈に関わる問題もあわせて存在する
ことにも注目しなければならない。
　文字の読み書きの能力を意味するリテラシー
という言葉は、いまやその意味を拡大した。し
かし、この言葉が提起した当初の問題は、その
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される。情報通信機器の発達は、一個人の能力
を超えた情報の収集を可能にした。情報通信機
器の操作能力の有無が情報処理に大きな影響を
持つことは事実であろう。もちろん、情報処理
は、機器の操作能力があることに越したことは
ないが、そもそも情報を収集したり整理したり
することは、機器の操作とは別次元のことであ
り、利用者である人間に依存したものなのであ
る。情報を解釈し、意味づける能力にこそ、格
差の原因がある。この事態は「情報の理解力」
の差といえよう。さらに、インターネットから
の情報については、情報の真偽を見定める能力
も問われることになる。誤った情報、意図的な
操作などの問題への対応が、インターネットの
利用者に求められる。それは、「情報の理解力」
と無関係ではないが、それとは別次元の「情報
の取り扱い能力」が求められることになる。
　生活情報としての地域の情報は、地域住民に
とって貴重な情報でもあろう。地域情報を考え
る上で、行政の市民への情報提供のあり方の問
題は無視できない。情報の提供者は、情報の受
容者としての地域住民の多様性を考慮する必要
は、ここであらためて指摘するまでもないであ
ろう。しかし、地域情報が、インターネットと
いう新たなメディアによって提供されるとき、
「機器の操作能力」、「情報の理解力」、「情報の
取り扱い能力」に対する個人差の問題は避けて
通ることができない。そして、この個人差が
「格差」にならぬ配慮が求められよう。地域社
会への情報の発信は、地域社会というシステム
と地域情報を発信する「地域情報システム」と
の構造的なカップリングが求められることを意
味する（9）。一部にせよ、機能障害を負った地域
社会というシステムは、地域情報システムとの
カップリングによって、その機能を補完する可
能性を持つ。それは、地域社会にある家族とい
うシステムについても同様である。家族という
システムも地域情報システムとのカップリング
によって、その機能を補完する可能性を持つ。
しかし、そのカップリングは、調整の余地を孕
し、これらが原因で格差が生じることもままあ
るといえる。しかし、情報選択と情報活用の格
差問題も避けることができない。情報通信機器
を所有していれば、インターネットが利用でき
ればすべて解決などというわけには行かないの
である。機器の操作ができても、必ずしも情報
は入手できない。
　現代の情報問題を考えるとき、情報を得るた
めの機器の所有とそれら機器の利用能力に起因
する格差は、確かに存在しよう。しかし、それ
と同時に情報の認識・活用能力に起因する格差
が潜んでいるのである。このように考えると情
報を処理することに関する格差とは、２つのタ
イプに分類して考える必要があろう。情報通信
機器の操作に起因する問題は、機器の操作法の
学習の機会と機器への適応能力に原因を見るこ
とができる。これまで情報格差が指摘されたと
き、まず指摘された問題が、機器を使えないた
めに情報を得ることができないという格差問
題、いわゆるデジタルデバイドの問題であっ
た。しかし、現在、携帯電話に代表される情報
通信機器の普及は著しく、コンピュータもいま
や家電化し、その操作を苦にしない人々も増え
てきた。もちろん、機器の操作においては、世
代間における格差がないわけではない。しか
し、得られた情報を活用するのは情報を得た者
自身の問題なのである。情報を活用するには、
対応すべき知識を要することになる。持ちうる
知識によって、得られる情報の活用の仕方は異
なることになる。しかし、ここに格差の可能性
が生じることになる。われわれは、様々な情報
を駆使することによって複雑な出来事を認識す
ることができる。そこでは、情報を解釈し意味
づける過程が必要となる。情報を処理するに際
し、コンピュータをはじめ様々な機器や手段を
用いることによって新たな可能性を拡大させて
きた。情報の整理や単純な情報の比較は、コン
ピュータを用いることによって効率的に行うこ
とができるであろう。しかし、情報の解釈や意
味づけについては、個々人の分析能力が必要と
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く。特に少子高齢化による人口構造の変化は、
家族の基本的な機能にすら影響を及ぼす事態に
も至っている。人的資源の不足は、育児にも介
護にもその影響を及ぼしている。地域社会に育
児や介護の補完を期待できた時代もあった。し
かし、地域社会内の人間関係の希薄化も進み、
もはや、地域社会にその期待をすることも困難
な場合もある。そのようななか特定の共同関心
のもとに創り出されたアソシエーションは、不
足する資源を補完する可能性を持っていた。そ
のアソシエーションを形成する契機は、共同関
心の共有にある。この「共同関心」の共有につ
いて、近年の情報通信機器の発展が大きく寄与
している。特にその「共同関心」が、育児や介
護などの「共通の問題」関心であるとき、人間
関係が希薄化し孤立している人びと（家族）に
とっては、救いの手となる場合も少なくない。
そして、現在、情報空間上のネットワークが、
一つのアソシエーションとして機能している。
ここには、地域を越えた人間関係の輪を見て取
ることもできる。
　しかし、地域社会が、支援を必要としている
人びとに対してまったく無力であるわけではな
い。むしろ、地域に潜在する資源を有効に活用
できていない場合もある。そして、その大きな
原因のひとつに情報の共有の問題がある。これ
まで地域情報の提供は、行政の広報誌やマス
コミによる報道などを中心として行われてき
た。そこには、住民を無視することはないにせ
よ、一方向的な情報の発信という足枷をもって
いた。また、情報発信の即時性という点におい
ても同様である。このときインターネットは、
双方向性や即時性の点で、従来の紙媒体の情報
伝達に比べ多くの利点を持つことになる。そし
て、インターネット上の情報が地域の身近な人
びとを結びつけることもある。そこには、近く
にいながらもその存在を見いだせなかった潜在
化した地域の人びとを顕在化させる機能を見い
だすことができるのである。もちろん、地域情
報は、対面的な人間関係の中でも流通する。「ク
んでおり、その調整如何では、コンフリクトを
引き起こし新たな機能障害を発生させることに
なる。これまで見てきた「格差」の発生はこの
コンフリクトの結果のひとつであるといえよ
う。このコンフリクトの解消には、地域情報シ
ステムの調整だけではなく、地域社会、家族と
いったシステムにもその調整が求められること
もある。そして、その延長には、地域社会や家
族といったシステムの大きな変更も視野に入れ
なければならないであろう。新たなアソシエー
ションの形成は、情報が媒介となった新たなシ
ステムの形成として捉えられよう。情報の存在
が、すべてを解決するわけではない。むしろ、
新たな問題を生み出すこともある。われわれは
情報を活用することによって、不足を補い新た
な可能性を見いだすこともできる。その一方
で、情報がもたらす問題も視野に入れなければ
ならない。このような情報のもつ特性を把握で
きてはじめて、真の情報の有効性を確認できる
のではないだろうか。
結　　語
　情報化の進展により、社会は少なからず変動
した。情報化によって都市部との格差を縮小さ
せたところもあれば逆に格差を拡大したところ
もある。そして、伝統社会の一部はその変更を
迫られることにもなった。たとえば、日常生活
に必要な物資において、情報化の波は、新たな
経済システムを作り出し、地域の伝統的な経済
に大きな影響を与えた。地元の産物を日本全国
に、場合によれば世界規模で販売することも可
能にしたのである。しかし、逆に日本全国から、
世界からあらゆる物が購入可能になり、地元の
小売店は顧客を失うことにもなった。新たな問
題を孕みながらも、いまや新たな情報通信技術
は、現在の私たちの生活にとって欠くことので
きないものとなっており、少なからず私たちは
ここから利便性や豊かさを手に入れた。
　その一方で、現在の地域社会を見渡すときこ
れまでとは異る問題を抱えていることに気づ
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て機能するとき、それはひとつの知見を拡大す
るのみならず、生活そのものを変化させるひと
つの創発可能性としてこれを見いだすことがで
きよう。
＊ 本稿は、東京情報大学総合情報研究所、平成24年
度プロジェクト「プロジェクトさわら」の研究成
果の一部である。
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険もある。しかし、この問題はインターネット
の世界においても同様の問題を孕んでいる。ま
さに情報の吟味能力が大きな課題となるのであ
る。
　本稿では日本社会の現状を概観し、地域社会
のなかでの家族の孤立化を取り上げた。そし
て、情報空間上のネットワークに見られる新し
いアソシエーションにひとつの可能性を見いだ
せることを議論した。そこでは地域という枠を
越えた、情報の共有や人間関係の構築が大きな
特徴であった。しかし、それは地域社会とは無
関係であるということを必ずしも意味しない。
むしろ、現実の生活の場として、地域社会が存
在する以上、地域社会のなかに新しいアソシ
エーションを形成することは可能であるし、さ
らには地域を越えた情報空間上の新しいアソシ
エーションと地域社会が架橋できるならば、地
域社会の活性化にも繋がることであろう。地域
情報は、その活用如何では、停滞しているよう
な地域社会の中に新たな支援や関係化の可能性
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析にはさらなるプロセスが必要となろう。現代
の情報通信技術の進歩は、多くの可能性をわれ
われに提供してくれた。しかし、それは決して
万能な特効薬ではなく、未だ多くの課題を残し
ていることもまた事実である。本稿は、地域住
民の生活の補完機能という点から地域情報を捉
えた。それは、地域情報の持つ一側面に過ぎな
い。しかし、この特性は、決して無視できるも
のではなく、むしろ、地域情報が生活情報とし
東京情報大学研究論集  Vol. 17  No. 2  pp. 41-55（2014） 55
まなざし』新泉社
野沢慎司，2009，『ネットワーク論に何ができるか　
「家族・コミュニティ問題」を解く』勁草書房
大石裕，1995，『地域情報化』世界思想社
大石裕・吉岡至・永井良和・柳澤伸司，1996，『情
報化と地域社会』福村出版
Ogburn, W, 1964, On culture and social change, The 
University of Chicago Press.
Parsons, T. Bails, R. F., 1956, Family: Socialization and 
interaction process, e Free Press.
佐藤慶幸，1981，「ヴォランタリズムとアソシエー
ション」安田三郎他編 『基礎社会学　第Ⅲ巻　
社会集団』東洋経済新報社
佐藤慶幸，1982，『アソシエーションの社会学』早
稻田大学出版部
嵯峨座晴夫，2012，『人口学から見た少子高齢社会』
佼成出版社
田中重好，2011，「縮小社会を問うことの意味」地
域社会学会編『地域社会学会年報　第23集　地
域再生の展望と地域社会学』地域社会学会
武川正吾，2008，「縮小社会における地域福祉と地
域社会」地域社会学会編『地域社会学会年報　
第20集　縮小社会と地域社会の現在』地域社会
学会
寺島信義，2009，『新情報時代のコミュニケーショ
ン学』北大路書房
東京大学社会情報研究所編，1996，『情報行動と地
域情報システム』東京大学出版会
圓岡偉男，2012，『情報社会学の基礎』学文社
圓岡偉男（編），2005，『社会学的問いかけ』新泉社
浦野正樹，2009，「「縮小社会」における地域再生の
ゆくえ―過疎地域と大都市地域とをつなぐ試み
―」地域社会学会編『地域社会学会年報　第21
集　縮小社会における地域再生』
Wirth, L., 1938, Urbanism as a Way of Leif, American 
Journal of Sociology, Vol. 44.
参照  
（４） Litwak, E., 1960, Occupational Mobility and 
Extended Family Cohesion, American Sociological 
Review, vol. 25参照
（５） Wirth, L., 1938, Urbanism as a Way of Leif, 
American Journal of Sociology, Vol. 44参照
（６） MacIver, R. M, 1924, Community: A sociological 
study; Being an attempt to set out the nature and 
fundamental Laws of social life参照
（７） 佐藤慶幸、1981、「ヴォランタリズムとアソシ
エーション」安田三郎他編『基礎社会学　第
Ⅲ巻　社会集団』東洋経済新報社、佐藤慶幸、
1982、『アソシエーションの社会学』早稻田大
学出版部　参照
（８） Ogburn, W., 1964, On culture and social change, 
e University of Chicago Press参照
（９） 構造的カップリングの概念については、Luhmann, 
N., 1984, Soziale Systeme, Suhrkamp Verlag. S. 377
以下参照。
【文　　献】
船津衛，1994，『地域情報と地域メディア』恒星社
厚生閣
林茂樹，1996，『地域情報化過程の研究』日本評論
社
茨木正治・中島淳・圓岡偉男（編），2010，『情報社
会とコミュニケーション』ミネルヴァ書房
木戸功・圓岡偉男（編著），2002，『社会学的まなざ
し』新泉社
金武完・圓岡偉男，2011，『入門　情報社会とコミュ
ニケーション技術』明石書店
厚生労働省，2013，『平成24年　国民生活基礎調査
の概況』
児島和人編，1999，『講座社会学　８　社会情報』
東京大学出版会
Litwak, E., 1960, Occupational Mobility and Extended 
Family Cohesion, American Sociological Review, vol. 
25.
Luhmann, N., 1984, Soziale Systeme, Suhrkamp Verlag.
MacIver, R. M., 1924, Community: A sociological 
study; Being an attempt to set out the nature and 
fundamental Laws of social life.
内閣府，2006，『平成18年版　少子社会白書』
内閣府，2013，『平成25年版　少子社会白書』
中正樹，2002，「ITの日常化　デジタルデバイドと
は何か」，木戸功・圓岡偉男（編著）『社会学的
